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１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 9,881 △7.3 200 △19.7 204 17.3 219 △85.6
2025年３月期 10,662 △23.1 249 △6.4 173 △1.0 1,530 ―

(注) 包括利益 2026年３月期 215百万円( △86.0％) 2025年３月期 1,538百万円( ―％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 3.11 ― 3.7 1.7 2.0
2025年３月期 21.68 21.16 30.0 1.0 2.3

2026年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 11,914 6,116 51.2 86.27
2025年３月期 12,142 5,895 48.4 83.19

(参考) 自己資本 2026年３月期 6,094百万円 2025年３月期 5,873百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 △653 △793 △233 4,966
2025年３月期 △346 12,144 △10,785 6,645

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
2026年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
2027年３月期(予想) ― 0.00 ― 1.22 1.22 30.0

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 4,804 7.6 △114 ― △121 ― △138 ― △1.96
通 期 10,591 7.2 341 70.4 321 57.6 288 31.1 4.08

n-tamura
ひらまつロゴ



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年３月期 74,740,400株 2025年３月期 74,740,400株

② 期末自己株式数 2026年３月期 4,092,989株 2025年３月期 4,138,889株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 70,630,560株 2025年３月期 70,601,027株

(参考) 個別業績の概要

１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 9,871 △7.4 181 △26.3 184 8.9 200 △86.8
2025年３月期 10,660 △22.7 245 5.7 169 20.5 1,526 ―

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 2.84 ―
2025年３月期 21.62 21.10

2026年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりません。

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 12,046 6,188 51.2 87.30
2025年３月期 12,341 5,982 48.3 84.42

(参考) 自己資本 2026年３月期 6,167百万円 2025年３月期 5,960百万円

２．2027年３月期の個別業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 4,732 6.1 △121 ― △138 ― △1.96
通 期 10,436 5.7 307 66.0 273 36.4 3.88

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項につきましては、添付資料Ｐ．４「１．経営

成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧下さい。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度（2025年４月１日～2026年３月31日）における日本経済は、雇用・所得環境の改善や個人消費の

持ち直しを背景に緩やかな回復基調で推移し、富裕層・インバウンドを中心とする高付加価値消費の拡大が当社の

事業領域にも追い風となりました。一方、円安による物価上昇の長期化、食材・エネルギーコストの高止まりに加

え、中東情勢の緊迫化等に伴うエネルギー価格の変動リスク、人手不足を背景とした人件費の上昇等により、飲食

業界全体では依然として先行き不透明な経営環境が続きました。このような環境の中、当社グループは「中期経営

計画2030」の初年度として、事業基盤の強化・拡大および生産性向上に向けた取り組みを着実に進めてまいりまし

た。各事業において、付加価値提案の強化、価格適正化、オペレーション改善に取り組み、客単価の改善を実現す

るとともに、人件費の適正化およびコストコントロールに継続して取り組んでまいりました。

これらの取り組みの結果、初年度の業績が当初想定を上回って推移したことから、2026年３月期の通期業績予想

を2025年11月６日および2026年２月12日の２回にわたり上方修正するとともに、2026年２月26日には「中期経営計

画2030」の２年目以降の３ヵ年計画（2026年度～2028年度）の数値目標を上方修正いたしました。

なお、当社は2024年７月１日付でホテル資産を譲渡し、MC契約（マネジメント契約）へ移行しております。譲渡

日以降は対象ホテルの売上総額に代えて運営受託報酬のみが当社の売上として計上されることとなり、前連結会計

年度は当該取扱いが９ヵ月間の適用にとどまったのに対し、当連結会計年度は通期で適用されました。これにより、

会計上の売上高は前年同期を下回っております。一方、当該影響を除いた管理会計上の総売上高ベースでは、既存

事業の伸長により前年同期を上回る水準を確保しております。

レストラン事業におきましては、最大の商戦期であるクリスマスおよび年末に向けた各種企画を早期に市場へ投

入し計画的な集客を推進したほか、提携する海外ブランドのシェフを招いたガラディナーの開催など、当社ならで

はの施策を展開し、集客力の強化を図ってまいりました。また、「中期経営計画2030」に基づく既存店投資として

実施した「メゾン ポール・ボキューズ」（代官山）のリニューアル後において、集客および客単価が想定を上回っ

て推移するなど、これらの取り組みの効果により既存店の収益力が向上いたしました。二子玉川「代官山ASOチェレ

ステ 二子玉川店」閉店の影響により、売上は前年同期を下回ったものの、修正後の通期業績予想を上回って着地い

たしました。

「中期経営計画2030」に基づく新規出店としては、2026年２月21日に東京・恵比寿に新店舗「HRMT STAGE（エイ

チアールエムティー ステージ）」を開業いたしました。同店は、当社が培ってきたフランス料理の精緻な技法を基

盤に、イタリア料理・日本料理・イノベーティブ料理のエッセンスを取り入れた新業態であり、バックヤード業務

の徹底した合理化により生み出した余力を、料理のクリエイティビティおよびお客様とのコミュニケーションに集

中させる独自の運営モデルを構築しております。あわせて、20代を中心とする若手人財が第一線で活躍するシェフ

から直接学ぶ「育成のステージ」としての役割も担い、2028年に予定する表参道フラッグシップ店開業に向けた重

要な布石として、当社グループ全体の成長を牽引してまいります。

ブライダル事業におきましては、「メゾン ポール・ボキューズ」（代官山）のリニューアル効果を背景に、当連

結会計年度における婚礼の実施組数は前年同期を上回りました。あわせて、招待人数の増加を促す施策および飲食

の単価向上施策が引き続き奏功し、組単価も前年同期を上回る水準で推移したことから、売上は前年同期および当

初計画をいずれも上回って着地いたしました。

また、「中期経営計画2030」に基づくブライダル新市場創出施策として、株式会社リクルートが運営する結婚情

報サービス『ゼクシィ』との協業により、当社独自の新サービス「One Table, One Story」を開発し、新たな結婚

式のスタイル「Slowly Stay Wedding」の取り組みを推進しております。その展開拠点として、2025年11月、東京・

代官山に「HIRAMATSU SALON」を開業し、2026年３月から本格的な市場提案を開始しております。当該取り組みは翌

期以降の業績寄与を見込んでおります。

ホテル事業におきましては、国内主要都市および観光地において外資系ブランドを中心とした高価格帯ラグジュ

アリーホテルの新規開業が相次ぐなど、競争環境が一段と厳しさを増す状況が続きました。このような環境のもと、

当社グループは価格改定および付加価値提案の強化により客単価の向上を推進し、富裕層を中心とした訪日客の取

り込みが奏功した施設を中心に、客単価は前年同期を上回る水準で推移いたしました。一方、新規開業した競合施

設への需要の分散、夏季の記録的な猛暑による国内宿泊需要の一部後退、ならびに下期における中国を中心とした

訪日客需要の減少などの複合的な要因により、施設間で稼働率に差が生じ、一部施設で売上が伸び悩みました。

これらを踏まえ、当社グループは施設ごとのマーケット特性および需要動向に応じた価格戦略への移行を進める

とともに、季節要因や顧客ニーズを捉えた新規プランの投入、新たな販売チャネルの開拓、サービス品質の向上な

らびに情報発信の強化等の施策を継続的に推進しております。

その他事業におきましては、ラグジュアリーブランドとの協業による店舗運営受託事業として、2024年12月に開

始した銀座の「カフェ ディオール バイ アンヌ＝ソフィー・ピック」が通期で寄与したことに加え、2026年２月か
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ら代官山にて新たなラグジュアリーブランドカフェの運営受託を開始いたしました。これらの運営受託事業は、

「中期経営計画2030」に掲げる、当社が長年培ってきたブランドおよび運営ノウハウを活かした新たな収益モデル

の中核施策として着実に進展しております。あわせて、プレミアムシャンパーニュセットやブルゴーニュ産ワイン

セットなど高価格帯商品のオンライン販売も前年同期を上回って推移し、その他事業の売上は前年同期を大幅に上

回る結果となりました。

また、「中期経営計画2030」に基づく外食産業を中心としたM&Aを通じた成長戦略の推進体制として、2026年２

月、M&Aの検討から実行および出資後の経営支援までを一体的に担う100％子会社「株式会社HRMI」を設立いたしま

した。同社を通じたM&A戦略の第１号案件として、2026年４月１日付で、イタリア・サルディーニャ料理レストラン

「Tharros（タロス）」を運営する株式会社UNIVERSOの全株式を取得しております。

利益面につきましては、「中期経営計画2030」で掲げる生産性向上の取り組みが着実に進展し、人件費の適正化

およびコストコントロールに継続して取り組んできたことに加え、各事業における収益性改善の効果が表れた一方、

「HRMT STAGE」開業をはじめとする中期経営計画初年度の戦略投資を計画的に推進したことに伴う先行費用も発生

いたしました。これらに税制上の効果も加わったことから、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上

高9,881百万円（前年同期比7.3％減）、営業利益200百万円（同19.7％減）、経常利益204百万円（同17.3％増）、

親会社株主に帰属する当期純利益219百万円（同85.6％減）となり、当初予算および修正後業績予想に対し、各段階

利益において大幅に上回って着地いたしました。

なお、親会社株主に帰属する当期純利益が前年同期を大きく下回ったのは、前期にホテル資産の譲渡に伴う特別

利益を計上していた反動によるものであります。

また、ホテル事業のMC契約への移行に伴い、譲渡日以降の収益は運営受託報酬として「その他」セグメントに計

上しておりましたが、当連結会計年度より報告セグメントの区分を見直し、単一セグメントとして開示しておりま

す。このため、セグメント別の経営成績の記載を省略しております。

（連結業績ハイライト）

項目 前期実績 当初計画 修正計画 当期実績 前期比
当初

計画比

売上高 10,662百万円 9,353百万円 9,771百万円 9,881百万円 ▲7.3% +5.6%

営業利益 249百万円 122百万円 181百万円 200百万円 ▲19.7% +63.9%

経常利益 173百万円 103百万円 172百万円 204百万円 +17.3% +98.1%

当期純利益 1,530百万円 70百万円 211百万円 219百万円 ▲85.6% +212.9%

（注）「修正計画」は2026年２月12日公表の修正後業績予想であります。

（事業別売上高（参考・各店の売上を集計したベース））

各店の売上を集計したベースの事業別売上の概況は、参考値として以下のとおりであります。

なお、当社グループは当連結会計年度より単一セグメントとして開示しているため、セグメント情報の開示は省

略しておりますが、より一層ご理解いただくことを目的として補足情報として記載しております。また、ブライダ

ル事業は経営管理上レストラン事業に含めて管理しておりますが、本資料では区分掲記しております。

事業区分 前期実績 当期実績 前期比 修正計画比 当初計画比

レストラン事業 5,492百万円 5,450百万円 ▲0.8% +1.3% +2.8%

ブライダル事業 3,602百万円 3,946百万円 +9.6% +1.4% +9.5%

ホテル事業 4,572百万円 4,236百万円 ▲7.3% ▲0.6% ▲7.3%

その他事業 250百万円 331百万円 +32.5% ▲1.6% +22.8%

合計 13,917百万円 13,965百万円 +0.3% +0.8% +1.7%

（注）ホテル事業はMC契約のもと従来と同様に各店の売上を集計したベースで記載しております。

本表は監査法人による監査の対象外であります。
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（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の総資産は前連結会計年度末に比べ227百万円減少し、11,914百万円となりました。これは主

に、現金及び預金が1,678百万円減少した一方、原材料及び貯蔵品、未収消費税等、有形固定資産がそれぞれ、385

百万円、491百万円、530百万円増加したことによるものであります。

負債合計は前連結会計年度末に比べ448百万円減少し、5,798百万円となりました。これは主に、未払消費税等が

500百万円減少したことによるものであります。

純資産は前連結会計年度末に比べ221百万円増加し、6,116百万円となりました。これは主に、利益剰余金が219百

万円増加したことによるものであります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末から1,678百万円

減少し4,966百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のと

おりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、支出した資金は653百万円（前連結会計年度は346百万円の支出）となりました。これは主に、

税金等調整前当期純利益163百万円（前連結会計年度は1,521百万円）、減価償却費205百万円（前連結会計年度は

350百万円）による収入があったものの、未払消費税等の減少500百万円（前連結会計年度は136百万円の減少）、未

収消費税等の増加491百万円（前連結会計年度は発生しておりません）による支出があったことによるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、支出した資金は793百万円（前連結会計年度は12,144百万円の獲得）となりました。これは主

に、有形及び無形固定資産の取得による支出が627百万円（前連結会計年度162百万円の支出）、敷金及び保証金の

差入による支出が91百万円（前連結会計年度は54百万円の支出）となったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、支出した資金は233百万円（前連結会計年度は10,785百万円の支出）となりました。これは主

に、長期借入金の返済による支出が230百万円（前連結会計年度は14,596百万円の支出）となったことによるもので

あります。

（４）今後の見通し

次期（2027年３月期）の連結業績予想につきましては、2026年２月26日に公表いたしました「中期経営計画2030

数値目標更新（上方修正）に関するお知らせ」における2026年度（中期経営計画２年目）の修正計画と同水準の業

績を見込んでおり、売上高10,591百万円（前年同期比7.2％増）、営業利益341百万円（同70.4％増）、経常利益321

百万円（同57.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益288百万円（同31.1％増）を予想しております。

項目 2026年３月期 実績 2027年３月期 予想 増減額 増減率

売上高 9,881百万円 10,591百万円 +710百万円 +7.2%

営業利益 200百万円 341百万円 +141百万円 +70.4%

経常利益 204百万円 321百万円 +117百万円 +57.6%

当期純利益 219百万円 288百万円 +69百万円 +31.1%

レストラン事業におきましては、2026年２月開業の「HRMT STAGE」の通期寄与、既存店リニューアル効果の通期

寄与、客単価向上施策の継続的推進に加え、新規出店の推進により、増収を見込んでおります。あわせて、将来の
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フラッグシップ店開業に向けたブランド構築および人財育成の取り組みを継続してまいります。

ブライダル事業におきましては、2025年11月開業の「HIRAMATSU SALON」を起点とする「One Table, One Story」

「Slowly Stay Wedding」の本格的な市場提案により、少人数高価格帯領域における新たな市場創造を加速し、組単

価および施行組数の双方の引き上げを目指してまいります。

ホテル事業におきましては、当連結会計年度に取り組んだ施設ごとのマーケット特性および需要動向に応じた価

格戦略の運用、季節要因や顧客ニーズを捉えた新規プランの投入、新たな販売チャネルの開拓、サービス品質の向

上ならびに情報発信の強化等の施策を継続的に推進してまいります。これらの施策の効果は直近の業績にも現れ、

本書類提出日現在において堅調に推移しております。富裕層を中心とした需要の取り込みを引き続き強化すること

で、ADRおよびOCC（客室稼働率）の引き上げを目指すとともに、地方を中心としたオーベルジュスタイルでの新規

出店検討を継続的に進めてまいります。

その他事業におきましては、ラグジュアリーブランドとの協業による店舗運営受託事業の銀座および代官山の２

拠点運営による通期寄与に加え、ラグジュアリーブランドとの新たな協業案件の推進および店舗開業支援コンサル

ティング事業の拡大により、リアル店舗に依存しない収益モデルの構築を継続してまいります。海外展開につきま

しては、東アジアを中心とした出店検討を継続的に進めてまいります。M&Aにつきましては、株式会社HRMIを通じた

第１号案件の実行に続き、今後も外食産業を中心とした事業投資を本格的に推進してまいります。

これらの取り組みを通じて、当社グループは「中期経営計画2030」に掲げる中期的な収益拡大に向けた戦略を着

実に実行し、持続的な企業価値の向上を目指してまいります。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社グループは、株主の皆様への利益還元を重要な経営方針の一つと位置づけており、持続的な企業価値の向上

と財務基盤の強化との両立を図りながら、安定的かつ継続的な配当の実現を目指しております。配当につきまして

は、健全な財務運営を前提として、連結配当性向30％程度を目安とした利益還元を行うことを基本方針としており

ます。

当連結会計年度（2026年３月期）につきましては、「中期経営計画2030」に掲げる「人財戦略」および「事業戦

略」の推進に伴う成長投資の継続局面にあることを踏まえ、誠に遺憾ながら、当連結会計年度の剰余金の配当は見

送らせていただくことといたしました。

次期（2027年３月期）の配当予想につきましては、本日付公表の「2027年３月期 配当予想（復配）に関するお知

らせ」のとおり、次期業績見通しを勘案し、当初2028年度を想定していた復配を2026年度へ前倒しすることとし、

連結配当性向30％を目安として１株当たり期末配当金を１円22銭とする予想を開示いたしました。これは、2018年

３月期以来、９期ぶりの復配となります。なお、業績動向により計算上の配当額が１株当たり１円を下回った場合

においても、次期につきましては１株当たり１円を下限として配当を行う方針であります。

株主の皆様におかれましては、引き続きのご理解とご支援を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。

（６）経営方針

当社グループは1982年の創業以来、料理を文化として捉え、フランス料理・イタリア料理をはじめとするヨーロ

ッパ食文化の日本における普及の一翼を担い、業界最高水準の料理人およびサービススタッフの育成、世界の名シ

ェフとの協業によるブランド展開、ホテル・ブライダル領域への事業展開を通じて、ホスピタリティ業界における

独自のポジションを確立してまいりました。コロナ禍を乗り越え、2024年７月のホテル資産譲渡による財務基盤の

正常化を経て、当社は守りの経営から成長投資への転換段階に入っております。

パーパス「美しい味を、未来へ。」のもと、当社グループは人財戦略と事業戦略を中期経営計画の２本柱に据え、

ガバナンスおよびサステナビリティ経営をその基盤として、人・ブランド・海外への投資を本格化してまいりま

す。当社の成長投資は、店舗数の拡大のみを目指すものではありません。長年にわたり培ってきたレストラン運営

に関する深い知見と経験、ならびにそれらを体現する料理人およびサービススタッフを最大の経営資源として、創

業以来育んできたレストランの伝統と価値を次世代へと継承するとともに、高い収益性とブランド価値を両立する

日本発のホスピタリティ企業として、持続的な企業価値の向上を実現してまいります。こうした方針のもと、当社

は以下の重点課題に取り組んでまいります。

１．持続的成長を支える人財基盤の強化
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当社グループの提供価値の源泉は、業界最高レベルの料理人およびサービススタッフをはじめとするプロフェッ

ショナル人財であり、レストラン・ブライダル・ホテルの各事業を通じて、その確保・定着が事業の持続的成長を

支える根幹であると認識しております。一方、外食業界における人材流出の加速、採用市場の競争激化、ならびに

業界全体での人手不足の深刻化等、人財をめぐる環境は一層厳しさを増しており、業界の未来を担う人財の確保・

定着および育成が、当社グループの持続的成長に向けた最重要課題であると認識しております。

こうした認識のもと、当社グループは人財戦略を抜本的に見直し、報酬および働く環境の両面におけるプロフェ

ッショナルへの投資を充実してまいります。具体的には、マネジメント職への画一的な昇進にとらわれず、料理・

サービス等の卓越した専門性を独立した評価軸とする複線化されたキャリアパスプログラム、各キャリアパスに応

じた研修・教育体制の充実、業界最高水準の処遇、ならびに独立を後押しする支援制度の拡充を柱とする当社独自

の新人事制度を策定・浸透させてまいります。

あわせて、2026年２月開業の「HRMT STAGE」を、若手人財が第一線で活躍するシェフから直接学ぶ人財育成拠点

として活用してまいります。これらの取り組みを通じて、自らキャリアを選択し、自身の成長が可視化され、適正

に評価される環境を実現し、優秀な人財の育成・活躍を図ることで、パーパス「美しい味を、未来へ。」を具現化

する業界をリードする人財を輩出してまいります。

２．ブランド価値の再構築と進化

消費者価値観の多様化、インバウンド市場の回復・拡大、グローバル富裕層市場の拡大、ならびにデジタルチャ

ネルを通じた体験消費の進展など、当社グループを取り巻く顧客・市場環境は大きく変化しております。このよう

な環境下において、創業以来当社が培ってきた多様なブランドを次世代へ確実に継承しつつ、新たな顧客層との接

点を拡大していくことが、当社グループの持続的な企業価値向上に向けた重要課題であると認識しております。

こうした認識のもと、当社は自社レストランブランド、海外提携シェフブランド、ホテルブランド、ブライダル

事業等の多様なブランドについて、新たに創出した「HRMT」を含む各ブランドの位置付けと相互の関連性を体系的

に整理し、ブランドポートフォリオの再構築を進めてまいります。あわせて、コアブランドのイノベーションを通

じた象徴的なフラッグシップ店舗の開発を含めた首都圏での展開を強化し、トップラインの持続的成長を実現して

まいります。

また、若年富裕層およびインバウンドを含むグローバル顧客との新たな接点拡大に向け、グルテンフリー・ビー

ガン等の食の多様化への対応、SNS等のデジタルチャネルを活用した情報発信の強化、ならびに地域文化・生産者と

の連携を通じた当社ならではの体験価値の創造を推進してまいります。これらの取り組みを通じてレストラン・ブ

ライダル・ホテル各事業間の相乗効果を最大化し、当社グループの対外的認知の向上と各事業の販売機会の拡大お

よび収益力の向上を目指してまいります。

３．成長投資と資本効率の両立

当社は、「中期経営計画2030」に基づき、新規出店、既存店改装および海外展開等の成長投資を本格的に推進し

ております。一方で、コロナ禍をはじめとする過去の外部環境変化への対応を通じて得られた教訓を踏まえ、財務

健全性を維持しながら持続的な企業価値向上を実現することが、当社グループの重要課題であると認識しておりま

す。

こうした認識のもと、当社グループは、新規出店をはじめとする投資案件ごとに厳格な資本効率管理を徹底し、

高収益モデルへの重点投資およびキャッシュフロー重視の経営を継続してまいります。あわせて、昨今の賃料相場

や建設資材価格の高騰等の事業環境を踏まえ、新設および既存物件の活用を含む多様な出店スキームを機動的に組

み合わせるとともに、運営形態の最適化を進めることで、投下資本に対する収益効率の最大化を追求してまいりま

す。

さらに、新設店舗のみならず既存店を含む各収益拠点の収益力強化に向け、生産性向上の取り組みを継続的に推

進してまいります。具体的には、業務プロセスの見直し、セントラルキッチンの活用やデジタル技術の導入、なら

びに人員配置の高度化を進めるとともに、2026年２月開業の「HRMT STAGE」において導入したオペレーション改革

については、その効果を検証のうえ、有効な施策をグループ全体に順次展開してまいります。

これらの取り組みを通じて創出される利益を着実な原資として、株主の皆様への利益還元を安定的かつ継続的に

拡充してまいります。
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４．海外展開および新規事業の推進

国内のレストラン・ホテル市場が成熟化する中、当社グループが持続的成長を実現するためには、海外市場およ

び新たな事業領域への挑戦が必要であると認識しております。

こうした認識のもと、海外展開につきましては、台湾・香港・タイ等の東アジアを中心に、現地有力企業との提

携・アライアンスを含む多様な進出形態を活用し、当社ブランドの海外展開を本格的に推進してまいります。

新規事業領域の拡張に向けては、2026年２月に設立した100％子会社「株式会社HRMI」を受け皿として、外食産業

を中心とした関連ビジネスへの戦略的なM&Aを推進してまいります。2026年４月１日付で実行したイタリア・サルデ

ィーニャ料理レストラン「Tharros（タロス）」を運営する株式会社UNIVERSOの株式取得を皮切りに、出資後の経営

支援を一体的に担うことで、M&Aを通じた成長モデルを確立してまいります。

また、当社が長年培ってきたブランドおよび運営ノウハウを活かし、ラグジュアリーブランドとの協業による店

舗運営受託および店舗開業支援コンサルティング事業の本格展開を進めることで、事業ポートフォリオの拡張と収

益機会の多様化を実現してまいります。

５．ガバナンスおよびサステナビリティ経営の強化

企業を取り巻くステークホルダーの期待が高度化する中、コーポレート・ガバナンスの強化およびサステナビリ

ティへの対応は、当社グループの持続的な企業価値向上に向けた重要な経営課題であると認識しております。

こうした認識のもと、当社グループは、取締役会の実効性向上、コンプライアンス体制の強化、ダイバーシティ

の推進、ならびにリスク管理および内部統制の高度化を着実に推進してまいります。

あわせて、サステナビリティへの対応につきましては、「中期経営計画2030」に掲げる「食でつながる地方創

生」を重要テーマと位置付け、地産地消を通じた地域の生産者および食文化との連携、フードロス削減等を通じた

環境負荷の軽減、ならびに食を通じた地域社会への貢献活動を継続的に推進し、ステークホルダーとの信頼関係を

一層深めてまいります。

また、サステナビリティのもう一つの重要テーマである多様な人財の活躍を推進してまいります。当社グループ

では、ブライダル事業および本社部門において業界水準を上回る女性管理職比率を実現しております。一方、レス

トラン事業における女性管理職の登用は依然として課題と認識しております。今後も、女性の積極的な採用・育成

およびライフステージに応じた柔軟な働き方の整備等を通じて、女性のシェフや支配人の拡充を進め、全ての職種

における多様な人財の活躍を実現してまいります。

これらの経営課題に対応するため、当社は2025年１月14日に「中期経営計画2030」を公表し、「人財戦略」「事

業戦略」「投資計画」の３つを重点施策として掲げております。初年度（2026年３月期）の業績が当初想定を上回

って推移したことを踏まえ、2026年２月26日には数値目標を上方修正し、現在は施策の実行フェーズへと着実に移

行しております。

本中期経営計画では、2030年度（2031年３月期）における財務目標として、連結売上高13,331百万円、営業利益

1,333百万円、営業利益率10.0％、１株当たり当期純利益18.24円を掲げております。当社はこれらを単なる数値目

標ではなく、顧客・従業員・地域社会・株主といったステークホルダーへの価値提供の結果として実現すべきもの

と位置付けております。

今後も当社グループは、変化の激しい外部環境に柔軟に対応し、強固な人財基盤と確かな事業戦略を両輪とする

経営を通じて、持続可能な成長と企業価値の最大化を追求してまいります。そして、その成果を広く社会・顧客・

従業員・株主の皆様と分かち合い、真に信頼される企業グループとしての地位を確立してまいります。



8

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性等を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸表を作成する方針で

あります。

なお、今後につきましては、外国人株主比率の推移及び国内外の諸情勢等を踏まえ、国際会計基準の適用について

検討を進めていく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,645,161 4,966,198

売掛金 547,464 494,510

原材料及び貯蔵品 1,659,667 2,044,994

前渡金 155,973 60,830

未収消費税等 - 491,884

その他 418,533 458,126

貸倒引当金 △3,154 △10,679

流動資産合計 9,423,644 8,505,865

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,682,169 4,050,967

減価償却累計額 △2,308,668 △2,279,672

建物及び構築物（純額） 1,373,500 1,771,294

機械装置及び運搬具 740 740

減価償却累計額 △740 △740

機械装置及び運搬具（純額） - -

工具、器具及び備品 514,483 594,034

減価償却累計額 △233,072 △204,300

工具、器具及び備品（純額） 281,411 389,734

リース資産 11,330 35,198

減価償却累計額 △10,634 △16,039

リース資産（純額） 695 19,158

建設仮勘定 768 6,866

有形固定資産合計 1,656,375 2,187,054

無形固定資産 24,058 28,380

投資その他の資産

投資有価証券 56,371 58,203

繰延税金資産 26,884 113,817

敷金及び保証金 952,300 973,769

その他 2,438 47,283

投資その他の資産合計 1,037,995 1,193,074

固定資産合計 2,718,429 3,408,510

資産合計 12,142,074 11,914,375
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 420,915 477,329

短期借入金 1,700,000 1,700,000

１年内返済予定の長期借入金 230,000 230,000

リース債務 - 4,070

未払金 279,888 404,251

未払費用 296,177 378,216

本社移転費用引当金 30,800 -

株主優待引当金 - 25,375

未払法人税等 32,215 31,037

未払消費税等 586,014 85,562

契約負債 368,485 403,557

その他 199,255 119,574

流動負債合計 4,143,752 3,858,976

固定負債

長期借入金 1,897,500 1,667,500

リース債務 - 15,271

資産除去債務 205,607 256,326

その他 13 13

固定負債合計 2,103,120 1,939,110

負債合計 6,246,872 5,798,087

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 7,645,077 7,628,461

利益剰余金 56,240 276,078

自己株式 △2,042,934 △2,020,305

株主資本合計 5,758,382 5,984,234

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 115,298 110,533

その他の包括利益累計額合計 115,298 110,533

新株予約権 21,520 21,520

純資産合計 5,895,201 6,116,288

負債純資産合計 12,142,074 11,914,375
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売上高 10,662,788 9,881,044

売上原価 4,668,558 4,401,024

売上総利益 5,994,229 5,480,019

販売費及び一般管理費 5,744,459 5,279,549

営業利益 249,769 200,469

営業外収益

受取利息 3,916 14,650

為替差益 938 -

協賛金収入 3,297 8,091

業務受託料 6,316 8,462

受取賃貸料 20,086 23,136

その他 31,555 11,596

営業外収益合計 66,111 65,936

営業外費用

支払利息 48,779 42,798

社債利息 239 -

アレンジメントフィー 80,000 -

為替差損 - 15,186

株式報酬費用消滅損 863 -

その他 12,030 4,418

営業外費用合計 141,913 62,403

経常利益 173,967 204,002

特別利益

固定資産売却益 1,808,212 -

本社移転費用引当金戻入額 - 12,785

資産除去債務戻入益 - 12,271

特別利益合計 1,808,212 25,056

特別損失

減損損失 429,762 61,821

固定資産除却損 - 3,295

本社移転費用引当金繰入額 30,800 -

特別損失合計 460,562 65,117

税金等調整前当期純利益 1,521,617 163,942

法人税、住民税及び事業税 32,215 31,037

法人税等調整額 △41,325 △86,933

法人税等合計 △9,110 △55,896

当期純利益 1,530,727 219,838

親会社株主に帰属する当期純利益 1,530,727 219,838
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

当期純利益 1,530,727 219,838

その他の包括利益

為替換算調整勘定 7,400 △4,764

その他の包括利益合計 7,400 △4,764

包括利益 1,538,127 215,073

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,538,127 215,073

非支配株主に係る包括利益 - -
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100,000 7,658,519 △1,474,487 △2,066,387 4,217,644

当期変動額

親会社株主に帰属する当

期純利益
1,530,727 1,530,727

自己株式の処分 △13,442 23,453 10,011

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
-

当期変動額合計 - △13,442 1,530,727 23,453 1,540,738

当期末残高 100,000 7,645,077 56,240 △2,042,934 5,758,382

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 107,898 107,898 21,520 4,347,062

当期変動額

親会社株主に帰属する当

期純利益
- 1,530,727

自己株式の処分 - 10,011

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
7,400 7,400 7,400

当期変動額合計 7,400 7,400 - 1,548,138

当期末残高 115,298 115,298 21,520 5,895,201
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100,000 7,645,077 56,240 △2,042,934 5,758,382

当期変動額

親会社株主に帰属する当

期純利益
219,838 219,838

自己株式の処分 △16,615 22,628 6,012

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
-

当期変動額合計 - △16,615 219,838 22,628 225,851

当期末残高 100,000 7,628,461 276,078 △2,020,305 5,984,234

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 115,298 115,298 21,520 5,895,201

当期変動額

親会社株主に帰属する当

期純利益
- 219,838

自己株式の処分 - 6,012

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
△4,764 △4,764 △4,764

当期変動額合計 △4,764 △4,764 - 221,086

当期末残高 110,533 110,533 21,520 6,116,288
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 1,521,617 163,942
減価償却費 350,360 205,288
資産除去債務戻入益 - △12,271
減損損失 429,762 61,821
本社移転費用引当金の増減額（△は減少） 30,800 △10,800
固定資産除却損 - 3,295
固定資産売却損益（△は益） △1,808,212 -
本社移転費用引当金戻入額 - △12,785
貸倒引当金の増減額（△は減少） △108 7,524
受取利息及び受取配当金 △3,916 △14,650
アレンジメントフィー 80,000 -
支払利息 48,779 42,798
社債利息 239 -
株主優待引当金の増減額（△は減少） - 25,375
株式報酬費用 23,511 7,239
売上債権の増減額（△は増加） 316,863 67,271
棚卸資産の増減額（△は増加） △208,646 △385,327
前渡金の増減額（△は増加） △54,224 104,189
仕入債務の増減額（△は減少） △312,653 54,760
未払金の増減額（△は減少） △175,697 61,490
未払費用の増減額（△は減少） △31,794 71,795
未払消費税等の増減額（△は減少） △136,529 △500,852
未収消費税等の増減額（△は増加） - △491,884
契約負債の増減額（△は減少） △29,673 19,013
その他 △312,524 △59,192
小計 △272,047 △591,955
利息及び配当金の受取額 3,916 13,732
利息の支払額 △46,226 △42,966
法人税等の支払額 △32,424 △32,215
営業活動によるキャッシュ・フロー △346,781 △653,405

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資有価証券の取得による支出 △63,605 △1,831
出資金の払戻による収入 4,871 -
有形及び無形固定資産の取得による支出 △162,465 △627,118
有形及び無形固定資産の売却による収入 12,126,201 -
資産除去債務の履行による支出 - △27,031
敷金及び保証金の差入による支出 △54,535 △91,917
敷金及び保証金の回収による収入 294,005 9,447
建設協力金の支払による支出 - △59,370
建設協力金の回収による収入 - 4,800
投資活動によるキャッシュ・フロー 12,144,473 △793,022

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） 1,700,000 -
長期借入れによる収入 2,300,000 -
長期借入金の返済による支出 △14,596,381 △230,000
社債の償還による支出 △100,000 -
アレンジメントフィーの支払額 △80,000 -
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △9,045 △3,968
財務活動によるキャッシュ・フロー △10,785,426 △233,968

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,528 1,433
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,014,794 △1,678,962
現金及び現金同等物の期首残高 5,630,366 6,645,161
現金及び現金同等物の期末残高 6,645,161 4,966,198
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計上の見積りの変更)

（資産除去債務の見積りの変更）

当連結会計年度において、賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上している資産除去債務の一部について、退

去時に必要とされる原状回復費用に関する新たな情報の入手に伴い、見積りの変更を行っております。

この変更により、資産除去債務残高が51,018千円増加しております。また、当連結会計年度の税金等調整前当期

純利益は17,926千円減少しております。

(セグメント情報等)

当社グループの報告セグメントは、レストラン事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメ

ント情報の記載を省略しております。

（報告セグメントの変更等に関する事項）

当社グループの報告セグメントは、従来「レストラン事業」と「ホテル事業」に区分しておりましたが、当連

結会計年度から、「レストラン事業」の単一セグメントに変更しております。

この変更は、「ホテル事業」のMC契約への移行に伴い、譲渡日以降の売上が当社に帰属しなくなったため、

「レストラン事業」の単一セグメントとすることが、当社グループの経営実態をより適切に反映するものと判断

したことによるものであります。

この変更により、前連結会計年度及び当連結会計年度におけるセグメント情報の記載を省略しております。

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産額 83.19円 １株当たり純資産額 86.27円

１株当たり当期純利益 21.68円 １株当たり当期純利益 3.11円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 21.16円 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 -円

(注) １.当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの希薄化効果を

有しないため記載しておりません。

２.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

親会社株主に帰属する当期純利益(△)(千円) 1,530,727 219,838

普通株主に帰属しない金額(千円) - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
(△)(千円)

1,530,727 219,838

期中平均株式数(株) 70,601,027 70,630,560

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
りの当期純利益（純損失）の算定に含めなかった潜在
株式の概要

-
第７回新株予約権（株式

の数17,785,200株）

(重要な後発事象)

（株式取得による企業結合）

当社は、2026 年３月27日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社HRMI（以下「HRMI」）を通
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じて、イタリア・サルディーニャ料理レストラン「Tharros（タロス）」を運営する株式会社UNIVERSO（以下

「UNIVERSO」）の全株式を取得することを決議し、2026年４月１日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

（１）企業結合の概要

①被取得企業の名称及び事業内容

被取得企業の名称 株式会社UNIVERSO

事業内容 飲食店の運営

②株式取得の理由

当社グループは、中期経営計画「中期経営計画2030」において、オーガニック成長に加え、M&Aを活用した事業

ポートフォリオの拡張による非連続な成長の実現を掲げております。

このたび、当社の連結子会社である株式会社HRMIは、イタリア・サルディーニャ料理レストラン「Tharros（タ

ロス）」を運営する株式会社UNIVERSO（以下「UNIVERSO」）の全株式を取得するため、2026年４月１日付で株式

譲渡契約を締結いたしました。

「Tharros」は、サルディーニャ料理という独自性の高いコンセプトを有し、食材・文化・ストーリー性を伴っ

たブランドとして評価されております。当社グループのブランドポートフォリオの拡充に資するとともに、今後

の多店舗展開や関連事業への展開も見据えた成長が期待できるものと判断しております。

なお、本件は中期経営計画に基づくM&A 戦略の第１号案件として位置づけております。

③企業結合日

2026年４月１日

④企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤結合後企業の名称

名称に変更はありません。

⑥取得した議決権比率

100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

（２）被取得企業の取得原価

株式譲渡人が個人であることや株式譲渡人との合意により守秘義務があるため非開示としております。

（３）主要な取得関連費用の内容及び金額

現時点では確定しておりません。

（４）発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

（５）企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。


